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1．はじめに

　本稿の目的は，高度成長期における市中銀行のパ

ネル・データにより，わが国銀行業の効率性を計測

し，それ，と預金金利・店舗規制などの金融システム

への介入との関係を検討することである．

　わが国の高度成長期には，市中銀行は金利，金融

商品，店舗などに関して厳しい規制の下におかれて

いた．こうした金融規制システムが，キャッチ・ア

ップ期にある経済にいかなる効果を及ぼすかは，き

わめて興味深い問題である．世界銀行やIMF等の

経済開発の実施機関では，規制の有効性を否定し，

その弊害を強調する見解が支学的である．こうした

考え方のバックボーンとしていわゆるマッキノン；

ショウ仮説があることはよく知られている．しかし，

他方で，韓国，台湾等の東アジア諸国の研究者の間

には規制と政府介入の成長に対する正の効果を主張

する声も強い．これらの考えに，ミクロ経済理論的

裏付けを与えようとする試みが，スタンフォード大

学のJ，Stiglitzを中心とするグループによっておこ

なわれつつある（例えば，Hellmann＝Murdock＝

Stiglitz（1994）を見よ）．

　高度成長期における金融への政府介入システムは，

具体的には，次の2つの目的のために導入されたも

のと考えられる（Teranishi（1993））．第一は，長期

性資金を創出し，企業部門へ供給することにより，

重化学工業化を中心とする投資主導型の成長を促進

することである．このために公社債金利が抑制され，

都銀への公社債の割当，その対価としての低利日銀

信用供給のメカニズム（寺西（1982）における長期資

金の創出と割当のシステム）が導入された．第二は，

地方銀行や中小企業金融機関など，小規模で採算性

の低い銀行にも正の利潤が得られるよう預金金利を

設定することにより，銀行の倒産の可能性を排除し

たことである．これは，地方や中小企業への金融を

スムーズならしめ，もって，衰退在来産業のスムー

ズな産業調整に資すことをめざしたものと考えられ

よう．

　こうした目的が強く意識された背景には，二間期

の金融システムにおける期間のミスマッチ（神門・

寺西（1992））と銀行経営者のモラルハザード（寺西

（1995））が，金融システムの不安定化と在来部門を

中心とする金融梗塞をもたらし，深刻な経済停滞に

つながったという事情が睡る．これら二つの問題に

対してジ高度成長期にとられたシステム上の対策が，

どの程度の効果があったかについての研究は，いま

だ十分ではない．今後，幅広い包括的な分析がおこ

なわれる必要がある．

　金融システムに関する最近の分析を展望すると，

高度成長期における金融規制と経済成長ないし経済

的成果の関係について，近年，規制のもたらしたレ

ソトの効果に注目して研究が進められつつある．第

一の考え方は，預金金利規制等によるレソトが銀行

にメインバンクとなることのインセンチィヴを与え，

エージェンシー・コストの引下げという正の効果を

引き出したという考え方である．規制によるレソト

とメインバンク均衡との関係は，青木（1995）によっ

て主張されている．また，メインバンクとエージェ

ンシー・コストの関係については，岡崎・堀内

（1992）などの研究蓄積が進行中である．第二の考え

方は，銀行にある程度のレソトを保証することが，「

銀行のフランチャイズ価値を高め，銀行の情報処理

能力蓄積や店舗拡張などのインセンチィヴを与えた

という考え方で，Hellmann＝Murdock＝Stiglitz

（1994）などがある．第三の考えは，銀行に供給され

たレソトが企業部門に移転し，これが企業の投資活

動を活発ならしめたというものである．これは，伝

統的な低金利政策擁護論として従来から根強い考え

方である．最近，筒井他（1995）は，部分的な移転が

あるという実証結果を得ており，この考えには一応

のサポートが与えられた結果となっている．筒井他

（1995）の研究は，預金金利規制によるレソトの大き

さと使途を量的に確定しようとする試みであり，企

業貸出の低金利化という正の効果だけではなく．，レ
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ントのもたらした負の効果，すなわち，人件費の高

騰，株式不動産投資への流用などの可能性が検討さ

れている．本稿でのわれわれの分析は，アプローチ

は異なるものの，筒井他（1995）と同様の問題意識に

立っている．すなわち，われわれは金利規制による

レソトは，金融機関の非効率を誘発する形で，消尽

（dissipate）された可能性が排除できないと考えて

いる．・たとえば，預金量などの規模を基準とする銀

行行政は，銀行の過度の預金獲得競争を助長し，そ

のための過剰雇用（oversta缶ng）をもたらした可能

性がある．また，店舗の出店を規制したため，1店

舗当たりの過剰投資や店舗配置の不合理をもたらし

た可能性がある．

　本稿では，このような観点から，1960年代のわが

国有行業における非効率性の大きさや発生パターン

を数量的に把握する．フロンティア利潤関数を推定

し，現実の利潤とフロンティアにおける利潤の比値

（本稿では，これを「利潤効率性」と呼ぶ）によって

銀行の効率性を数量的に把握する．銀行業の効率性

はどの程度であったか（どの程度の非効率が発生し

ていたか），非効率の発生パターンに銀行行政との

関連性が見い出せないかを中心に，分析を進める．

また，非効率の存在を明示した利潤関数（本稿では

これを，「X利潤関数」と呼んでいる）を推定し，非

効率の発生が銀行行動に与える影響を考察する．

　銀行業が供給するのは金融サービスという非物質

的なものであるため，産出や投入の推計は，通常の

製造業とは異なる．従来のわが国銀行業に対する生

産関数（ないし費用関数）分析では，貸出金残高や総

収益でアウトプットを測るという便法が採られるこ

とが多かった．本稿では，Hancock（1985），　Bar－

nett＝Hahm（1994）などの研究をふまえ，ユーザ

ー・コストの符号に基づきながら金融仲介業務にお

ける貨幣三更・サービスを投入・産出に分類し，よ

り包括的・統一的に，銀行業における投入・産出活

動を推計している．

　また，本稿では，従来のフロンティア利潤関数の

推定には見られないエ夫をいくつかおこなっている．

第一に，従来の推定では，効率性を表す誤差項に関

する強い特定化（具体的には，シェア関数との独立

性）を課していたが，本稿ではラグランジュの方法

として知られている正定値2次形式の2乗和へあ線

形変換を利用することにより，この特定化を回避し

ている．第二に，フロンティア関数が個別銀行ごと

に異なる可能性を考慮して確率的フロンティア利潤
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関数を計測している．第三に，推計された利潤効率

性を固定要素変数とする可変利潤関数（X利潤関

数）を推定し，効率性の改善が銀行行動に与える影

響の数量的把握を試みている．

2．分析の枠組み

2．1．銀行行動の実証モデルに関する予備的考察

　銀行などの金融仲介企業は一般に金融企業（finan・

cial五rm）と呼ばれる．金融企業のミクロモデルを

推定し，金融システムに関わる政策論争への一助と

する試みは，国の内外を問わず，少なからずおこな

われてきた．しかしながら，金融商品という，まさ

に非物質的な財・サービスを扱っているため，モデ

ルの構築や推定作業は容易ではない1）．Baltensper－

ger（1980），　Santomero（1984），　Barnett＝Hahm

（1994）らが指摘しているように，広く認められるよ

うな統一された金融企業モデルの構築には到ってい

ないのが現状である．

　わが国においては，黒田・金子（1985），野間・筒

井（1987），吉岡（1989），広田・筒井（1992），粕谷

（1993）などが，銀行業の生産関数ないし費用関数を

推計し，規模の経済性，範囲の経済性，銀行経営の

効率性を論じている．これらの研究では，便宜的に

貸出金残高や預金残高などで銀行の産出水準が測ら

れている点に，改善の余地が残されている．

　これに対し，Hancock（1985，1987，1991），Bamett

（1987），Barnett＝Hahm（1994）などの分析では，厳

密なミクロ経済学的根拠を示しつつ，銀行における

産出と投入の分類・測定方法を提示している．具体

的には，金融企業を利潤の割引現在価値の最大化を

図る経済主体と考え，貸出金，有価証券，預金など

の金融資産及び負債についてそれを1期間保有する

ことの純費用，すなわち，ユーザー・コストを導出

し，その符号によってそうした資産及び負債によっ

て生み出される財・サービスが産出物であるか投入

物であるかを決めるというものである．こうしたユ

ーザー・コストの単位円当り絶対値はその資産ない

し負債の価格と見なすことができるので，生産者理

論における双対定理を適用し，費用関数や利潤関数

の形態での分析も可能となる．

2．2．銀行の利潤最大化行動のモデル化

　本節では，Hancock（1985，1987，1991），　Bamett

（1987），Bamett－Hahm（1994）の概念規定と用語法

に準拠し，銀行の利潤最大化行動をモデル化する．
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　銀行が投入ないし産出する財・サービスを貨幣三

目。サービス（monetary　goods　and　services）と非

貨幣的財・サービス（nonmonetary　goods　and　ser－

vices）に分ける，前者は貸出，有価証券投資，預金

などの金融仲介業務によって生み出され，る財・サー

ビスであり，後者は労働，資本財サービスなどであ

る．

　金融資産，金融負債の保有から発生する利子，配

当金，決済手数料などの収入ないし費用を，保有収

入（holding　revenue）ないし保有費用（holding　cost）

と表す．たとえば，貸付金や右価証券投資の保有収

入は，利息，配当金，キャピタルゲインなどの合計

値から貸倒準備金などの各種保険プレミアムを引い

たものである．同様に，預金の保有費用は，支払利

息，日銀への預け金の機会費用，預金保険料を加え

たものから，手数料収入を差し引いたものである．

残高変動を考慮して，収入，費用を再定義すると便

利である．すなわち，期首における：負債残高に保有

費用を加えたものから，期末の負債残高を差し引い

たものを金融：負債の純費用（net　cost）と定義する．

同様に，期末における資産残高から期首における資

産残高と保有収入を差し引いたものを金融資産の純

収入（net　revenue）と定義する．ここで，純費用，純

収入とも，負値もとりうることに注意されたい．こ

のとき，任意の期間における銀行の利潤は，金融資

産の純収入の総額から，金融負債の純費用の総額と

労働や資本財サービスなどの各種管財・サービス投

入費用を差し引いたものと表現できる．

　本来，銀行が目指すのは通時的な利潤（二期ごと

の利潤を適切な割引率によって現在価値換算して総

和したもの）の最大化である．しかしながら，以上

の枠組みを用いれば，通時的な利潤最大化問題を各

期ごとの即時的な利潤最大化問題に帰着させること

ができる．以下，数式展開によってそのことを確認

しよう．

　’期におけるi資産ないし負債の実質残高を伽，

同期におけるGNEデフレーターなどに代表される

一般的価格指数をR，同期におけるi資産ないし負

債の単位円当たり保有収入ないし保有費用を妬，

労働及び資本財サービスなどに代表される非貨幣的

j財・サービスの同期における価格及び投入量をそ

れぞれ，伽，諏，同期における割引率を品，累積割
引率・恥冨（、’R、）（’・・）・す・．i資産ない

し負債の純収入ないし純費用玲は次のように表さ

れる．ただし，ガ＝1，…，凡は負債についての添字，

ゴ＝！＞Z十1，…，駈十凡は資産についての添字であり，

∫＝1，…，瓦ならば，乱＝1であり，ガ＝！＞L十1，…，駈

十1協ならば，島＝一1である．

　｝｝¢＝∂｛（1十1～覚＿1）〃泥＿1∫「』＿1一εノ尭B］　　　　（2．2．1）

　　　＝（1十庵ε＿1）〃嗣Pl一、一〃躍R

　　　　　　　　　　　　　　　　（z1，，ハ㌃）

　　　＝〃琵R一（1十妬＿1）〃琵一、Pl一、

　　　　　　　　　　　　　　（ゴ＝魏＋1，…，八の

したがって，’期の利潤を17亡とすれば，’＝2から’

＝巨鳥までの利潤の割引現在価値17評は次のよう

に求められる．

　　　ア　　　　　　　　　　　アハドム　ガ　　　　　　　　　ア　　ド

17τd＝Σ1）ノ7診＝一ΣΣ1）‘｝を一ΣΣD峨轟‘
　　　¢＝2　　　　　　　　　ピ＝2　f犀1　　　　　　　　　　　　　　　　‘＝2ガ＝1
　　　　アハぞム　かん
　　＝一ΣΣDゑ［（1一トぬ髭＿1）〃f卜、君一一〃泥R］
　　　　ご＝2　ご耳1

　　　　　　　　　　　ア　　ルド
　　　　　　　　　一ΣΣ1）診σ綴趾
　　　　　　　　　　‘＝2‘＝1

　　一一討罫鉱［［（1＋嗣軸乃一・一姻］

　　　　　　　＋、㍍［（1十乃泥）〃f‘P置一〃髭＋1」醜＋1］］

　　　　　　　　ア　み
　　　　　　　一ΣΣD昭甜蜘
　　　　　　　　‘＝2f＝1

　　一一夏営％［（1十妬一1）伽ハー1

　　　　　　　・（妬一昆1十Rご）翫R一、’砂・・祠

　　　　　　　　ア　れ
　　　　　　　一ΣΣD幽iτ記
　　　　　　　　亡＝2拠1

　　一一営わ・［D2（1＋隔、）媚

　　　　　　　＋凸（傷2一陀21十R2）伽易

　　　　　　　＋…＋凸《乃振費を’）拠丑・

　　　　　　　一D駒司趨幽幟

　金融仲介サービスを開始した第1期期首（’＝1）に

おける金融資産ないし負債の実質残高（伽）はゼロ

と仮定する．最終期（’＝7「）以降の金融仲介サービ

スは考慮しないこととし，最終期においてすべての

金融負債及び資産は処分されると仮定する．すなわ

ち，最終期におけるそれらの単位円当たり保有収入

ないし保有費用（孤7）は一1である．∬〆は次のよ

うに表される．

卯一一ぎ罫α肱（庵r＆1十品）働

　　　　　ア　　ド
　　　　一ΣΣ1）峨轟‘　　　　　　　（2．2．2）
　　　　　診＝2ご＝1

　　　　　　　　　　　（ただし，〃fl＝0，伽丁；一1）
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これより，’期の（即時的）利潤1ムは次のようにな

る．

　　　　エ　ゐ　ハドム　　　　　　　　　ド

　17，冨一Σひ砂鉱一Σσ麟κ　　　（2．2．3）
　　　　　f＝l　　　　　　　　f竃1

ただ・諏一肱像誇）　（・2・・）

　このようにして，（2．2．2）式で表される通時的利

潤最大化問題は，（2，2．3）式で表される即時的利潤

最大化問題に帰着することがわかる．

　（2．2．3）式，（2．2．4）式における醜は，ユーザ

ー・コスト・プライス（user－cost　price）と呼ばれ，，

金融資産ないし金融：負債についての産出物と投入物

の判別基準ならびに価格を与える．すなわち，金融

資産であるか金融負債であるかとは無関係に醜は，

正値と負値の両方をとりうる．かりにある金融資産

（または金融負債）の醜が負であったならば，その

資産が多いほど利潤が増大することを表しており，

この資産は産出物であると判断される（同様に，σκ

が正値であれば，投入物と判定される）．また，醜

は単位残高当りの保有収入ないし保有費用と割引利

子との利鞘を期首時点で評価したものであり，金融

資産ないし負債の価格に相当する2）．

　次に，銀行が利潤最大化を図る際の技術的制約を

数式で表現しよう．銀行における投入と産出の技術

的関係は，下記の変換関数（transformation　func－

tion）によって表現される．

　　　　　　　　F（K，X∂≦0　　　　（2．2．5）

ここで，耳は’期の金融資産ないし負債ベクトル，

X診は投入要素ベクトルであり，Fは（K，　X∂に関

して強い意味で凹関数である．ゴ資産ないし負債が

産出物の場合には∂矧∂働＞0，投入物の場合には

∂初∂微く0である．また，∂F／∂晦く0である．

　以上より，ユーザー・コスト・プライスならびに

要素価格を所与として，（2．2．5）式の技術的制約の

もとで，（2．2．3）式で表される即時的利潤を最大化

するのが銀行の行動原理であると集約できる．

　これを，利潤関数，産出物供給関数，要素需要関

数で表現すれば，下記のとおりである（σ，Qはそれ

ぞれユーザー・コスト・プライス・ベクトル，要素

価格ベクトルを表す）．

∬（σ，Q）一max｛σy－QXIF（y，　X）≦；0｝
　　　　　　y，κ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．2．6）

・（σ，Q）」響・・ （2．2．7）

漁Q）」響・・
簸（σ，Q）」撃・・
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2．3．確率的フロンティア利潤関数の設定

　通常われわれが把握できる現実の企業行動データ

は，予測のはずれやさまざまな制度的要因の影響を

受けており，必ずしも（2．2．6）式で表される利潤最

大化点でない可能性が高い．このような理念上の最

大利潤と現実の利潤との乖離を明示的に処理するた

めのアプローチとして，フロンティア関数がある．

本稿ではフロンティア利潤関数の推定によって，現

実の利潤とフロンティアの比値（以下，本稿では，

「利潤効率性」と表す）を推計し，効率性指標として

用いる．以下，本稿におけるフロンティア利潤関数

の設定と推定方法を述べる3）．

2．3．1．確率的フロンティア利潤関数に関する予備

　　的考察
　実際にフロンティア利潤関数（1nπノ（P））をどのよ

うにモデル化するかについては，それ，を確率論的な

ものと考えるか決定論的なものと考えるかによって，

大きく二つのやり方がある．両者の本質的な違いは

フロンティア利潤関数に誤差項を付加するか否かで

あり，誤差項を付加したものは「確率論的フロンテ

ィアモデル」（stochastic　frontier　model），付加しな

いものは「決定論的フロンティアモデル」（deter－

ministic　frontier　mode1）と呼ばれる．非効率を表

す誤差項をπ，フロンティア利潤関数の誤差項をθ

とすれば，これらのモデルはそれぞれ，次のように

表され，る．

　（確率論的フロンティアモデノレ）

　　lnπ；lnπプ（P）＋び一π　（π≧0）　（2．3．1）

　（決定論的フロンティアモデル）

　　lnπニ1nπノ（P）一π　　　　　（z6＝≧0）　　　（2．3．2）

　いずれ，の場合でも，θ⑳（一のが利潤効率性とな

る．

　確率論的モデルはフロンティア利潤関数の特定化

と推定における実際的な問題を考慮した設定である．

すなわち，特定化の誤り，環境的・技術的不確実性，

観測誤差などのため，確率的にしかフロンティア関

数を把握できないという立場である．決定論的モデ

ルでは，これらの問題を無視しているため，これら

の問題に起因すると思われるいくつかのはずれ値の
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存在によって効率性指標の推計が著しく不安定化す

る傾向がある．一方，確率論的モデルの欠点は，フ

ロンティアが一意に特定できないため，確率的にし

かフロンティアとの乖離を測れないことである．本

稿では，推計の頑健性を重視し，確率論的モデルを

採用する．

　確率的フロンティア関数による効率性指標の推計

は，これまでもさまざまな方法が考案されてきた4｝．

しばしば指摘される実証上の四つの問題点について

本稿の対処を予め述べておこう．

　第一の問題は，非効率を示す非負の項（のとフロ

ンティア関数に関する誤差項（のにいかなる分布を

仮定するかによって具体的な効率性指標の値が大き

く異なる可能性があることである．πに仮定した分

布に関する検定をおこなって，想定された分布の妥

当性をチェックできれば望ましいが，残念ながら，

これまでに提案された検定方法に関しては，その実

行段階において様々な困難が発生することが知られ

ている5）．パネルデータ（N個のサンプルの丁年間

のデータ）を利用し，個々のサンプルの効率性の違

いを個別ダミーで処理することによって，πとρに

関する分布の仮定に依存しない効率性の推定値を得

る方法も提案されている6）．しかしながら，この方

法は，無限の期間においてフロンティア関数が不変

でないかぎり，個別ダミーのパラメータ推定値が一

致性（consistency）を持たないという深刻な制約が

あるη．後に詳述するように，結局のところ本稿で

は，πは切断正規分布，ρは正規分布に従うと，ア

プリ・オリに仮定せざるを得なかった．

　第二の問題点は，単純にフロンティア関数を推定

すると，最も効率性の高いサンプルの特性を強く受

けてしまい，効率性の最高との相対的な比較でしか

効率性指標が解釈できなくなることである．これは，

従来σ～フロンティア関数の計測において，すべての

サンプルが同一のフロンティア関数を持つと仮定さ

れていたためである．フロンティア利潤関数自体が

個別銀行によって異なる可能性を容認して効率性指

標を推計すれば，フロンティアとの乖離は個別銀行

ごとに固有のものとなる．本稿では，個別銀行ダミ

ーとは別にπを特定化してフロンティア関数を推

定する．推定作業自体は膨大になるが，近年のパー

ソナル・コンピューターの性能の向上を持ってすれ

ば，不可能なことではない．個別銀行のダミーパラ

メータはすべて同一であるという帰塁仮説を検定す

れば，個々の銀行ごとにフロンティアが異なるとい

’う仮説の妥当性も検討できる．

　第三の問題点は，理論的に制約の多い推定式（例

えばコブ。ダグラス型）をフロンティア利潤関数に

用いた場合，その制約によって生じる誤差がπに含

まれる可能性が高く，非効率を示す非負の項（π）を

過大に評価する恐れがあることである．本稿では，

トランス・ログ型を用いることでこの問題に対処し
た8）．

　第四の問題点は，フロンティア利潤関数とそのジ

ェア方程式を同時に推定する場合，推定作業が著し

く煩雑になることである．従来の研究では，非効率

を示す非負の項（π）とシェア方程式の誤差項（後出

のεご）との独立性を仮定することによって推定作業

を簡便化する場合が多かった．この仮定は，利潤効

率性の原因はすべて技術的なものであること（すな

わち，（2．2．5）式が不等号で成立していること）を意

味している．換言すれば，投入物ないし産出物の結

合比率が価格比に適していないために発生する非効

率を無視することになる．これらの非独立性を許容

した誤差構造を特定化するのが望ましいが，そのた

めには非効率を示す非負の項とシェア方程式の誤差

項の分散・共分散行列をパラメータの形で特定化し

て推定しなければならず，推定作業は著しく煩雑に

なる．本分析のように投入物，産出物の種類が多い

場合，推定作業が，事実上，不可能になりうる．本

稿では，ラグランジュの方法として知られている正

定値2次形式の2乗和への線形変換を利用すること

とし，これによって推計作業の煩雑さを大幅に和ら

げることに成功した9）．

2．3．2．確率的フロンティア利潤関数の特定化

2．3．2．1．誤差構造の特定化

　フロンティア利潤関数からの乖離を示す非負の項

（π），フロンティア利潤関数の誤差項（の，利潤シェ

ア方程式の誤差項（εf）に三つの仮定を設ける．

　第一に，実際の利潤と利潤シェアをそれぞれ，π，

＆とし，フロンティア利潤関数の非確率部分とその

利潤シェアをそれぞれ，〆（P，の，＆（、P，のとすれ

ば，これらの間には次のような関係が成り立つと仮

定する．ただし，Pは価格ベクトルであり，’は時

間変数である．

　1nπ；1nπノ（P，の十zノーπ　　　（z6：≧0）　　　（2．3．3）

　Sご＝Sガ（1），’）→一εf　　　（ゴ＝1，・・。，〃z）　　　　（2．3．4）

　従来の標準的な利潤関数の推定式における誤差項

をz〃とすれば，ωはフロンティア利潤関数の誤差
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項（のと同関数からの乖離を示す非負の項（π）の差

（ω＝θ一π）として表されることを（2．3．3）式は意味

している．また，πは〆（P，のに対して中立的で

ある．すなわち，πが変化しても，利潤シェアは変

化しないと仮定する．

　第二に，〃とεゴは非独立に次の多次元切断正規

・分布

　　　　　　　圓一一　（　・）

に従うと仮定する．ただし，ごε＝（ε1，…，επ），哲Z＝

（μ，0，…，0），　z4≧0

　　　　　Σ一「鷺iii刻

である（ここで，πとε‘の非独立性が許容されてい

る点に注意されたい）．

　周辺分布であるπの分布については，ガンマ分

布，指数分布，半正規分布，切断正規分布などの異

なった分布を想定し，その推定のパプォーマンスが

最も優れたものを採用することが本来ならば望まし

い．しかしながら，π．の分布にガンマ分布や指数分

布を仮定した場合には，これらの仮定の下でπと

εfの分散・共分散パラメータを実際に推定可能な

形に展開する方法が見出されていない．このため，

半正規分布もしくは切断正規分布を仮定せざるを得

ないが，より一般性の高い分布型であるところの切

断正規分布を仮定した．

　第三に，びについては，純粋に不確実な要因を表

すことから，％，εfと独立に標準正規分布刀～N（0，

諺）に従うと仮定する10）．

　以上の三つの仮定の下で，対数尤度関数を導出す

ると次のようになる．

　lnL一Σln∫砂ε＠、，ε、1伽≧0）

　　　　ん＝1

　　　一穿｛ln（H翫σ～1．、））一1・（・＋甜）｝

　　　　　ハド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ガ
　　　　一Σln｛1－F＊（g倣（0））｝＋Σ1nf＊（G。勘）
　　　　　ゐ＝1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　勘＝1

　　　　＋Σln｛H㌍、∫＊（9晒）｝

　　　　　海二1

　　　　＋Σln｛1－F＊（B盈）｝　　　　　（2．3．6）
　　　　　々＝1

ただし，！Vはサンプル数，∫＊（・）は標準正規密度関

数，F＊（・）は標準正規分布関数である，σガはπと

εの分散共分散行列Σの逆行列Σ一1の第i行1列の
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要素であり，σ娠♂である．σ茜は次のように表

される．

　　　　　　　　たご　　　ゆ

鶴ご罵∵幽の
また，娠，z肋（0），　G融，．Bんはそれぞれ次の通りで

ある．

炉・旛（銀・誌、，重継ε・）　（2a8）

娠（・）一・炉（一・＋講・勾　伽・）

面一、＋伽｛（砺一z伽十μ）．一瓢晦｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．3．10）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．3．11）B々＝
　　　　　　壬＋σ四
　　　　　　　σ〃

　導出の詳細は本間・寺西・神門（1996）を参照され

たいが，ポイントは次の点にある．（2．3．5）の仮定

に基づく確率密度関数は多重積分を含み，実際の推

定に際してはその取扱が容易ではない．そのため，

ラグランジュの方法として知られている正定値2次

形式の2乗和への線形変換を用い，多重積分を含ま

ない形に変形している．また，θとπはどちらも確

率変数であるため，実際の推定において両者を分

離・識別して扱うことはできない．実際に誤差項と

して扱うことができるのはω＝〃一πである．その

ため，ω十π，π，εの結合密度関数を導出し，それを

πについて積分することでωとεの結合密度関数

を求めている．

2．3．2．2．確率的フロンティア利潤関数の特定化

　コブ・ダグラス型などのように理論的に制約の多

い推定式をフロンティア利潤関数に用いた場合，そ

の制約によって生じる誤差がπに含まれ，πを過大

に評価する恐れがある．また，個々の銀行は情報生

産能力やリスク管理能力などの点で異なっており，

ブロンティア自体が個々の銀行ごとに異なる可能性

が高い．こうした点を踏まえ，下記のようなトラン

ス・ログ型複数財利潤関数（translog　multiproduct

pr面t　function）を設定する．ここで，ゐ，π，か，

’，＆はそれぞれ，個別銀行ダミー，利潤，第i要素

価格ないし産出物価格，時間変数，第i要素ないし

産出物の利潤シェア（S戸（ρ繊）／π）である．利潤関

数は価格ベクトルに関して一次同次とならなければ

θ勘一z4丸

　σ葛
　　　　れ一σ吻ﾊ十Σσ顔ε薦

　　　　f＝1
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ならないので，任意の要素ないし産出物の価格

（島）で基準化する．また，δ躍＝1，…，勉）は（2．3．

12）式の利潤関数がより多くのサンプルについて価

格に関する二三条件を満たすようにするために加え

たパラメータである．これ，は，Barnett（1985）によ

って提示されたprior　a缶ne　transformationを参考

にしたものであり，δ‘一［（ρ診のの最小値×（一〇．99

ないしぜロ）十（1ないし0．5ないしぜロ）］として定

めているll）．

　　　　　　　　　　　の　ln（π肋の＝Σ．．4ゐ4宛＋ΣBfln（ρ珍M＋δ∫）
　　　　　　ゐ耳工　　　　　　‘＝1

　　　　　・謡角B・1・（ρ、伽＋δf）1・（あ加・＋傷）

　　　　　・B・1・’・壱B・・（1・’）・

　　　　　　の　　　　　＋ΣB琵ln（ρ、伽＋δ、）ln’＋θ一π
　　　　　　ゴ＝1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．3．12）

このとき，利潤シェア式は次のように表される．

＆一
i血あ伽＋δ、）［且＋写B・1・（聯δ）

　　　　　　　　・写飢1・’］＋⇔（ゴ＝1，…，〃z）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．3．13）

2．3．3．確率的フロンティア利潤関数の推定方法

　（2．3．3）～（2．3．13）式のように特定化された確率

的プロ．ンティア利潤関数を推定することで直接的に

求めることができるのは汐一％にすぎず，ここから

びと％に分離しなければ，利潤効率性を推計するこ

とができない．本稿では，Jondrow＝Lovell＝

Materov－Schmidt（1982）の指標を参考にし，

E［exp（一z6）ゆ一π，ε］を利潤効率性の指標として用

いる12）．すなわち，（2．3．3）及び（2．3．4）式から，

　E［exp（一π）1”一z4，ε］

一E［〆（鹸xp（の1・一〃，・］

である．E［exp（一z6）1θ一〃，ε］はフロンティアの利

潤（実行可能な最善技術における最大利潤）に対する

実際の利潤の比率（すなわち，利潤効率性）に関する

条件付き期待値である．先述した誤差構造に関する

三つの仮定の下では次のように表される．

　E［exp（＝π）1η一z4，ε］

一纏瀬野い撃｝一
ただし，F＊（・）は標準正規分布関数であり，

：：1壽諫臣噌一

である．

　確率的フロンティア関数および利潤効率性の推定

は最尤法（maximum　likelihood　method）によって

おこなう．すなわち，（2．3．6）式の対数尤度関数を

そのパラメータについて数値的に最大化し，その最

尤推定値を得ている．推定に際しては次の点を考慮

する．第一に，πとεの分散・共分散行列パラメー

タ（σのは（2．3．6）式において逆行列の形（σりで組み

込まれており，それを砺で表して推定するのは推

計式め煩雑化を招いて著しく困難である．そのため，

（2．3．6）式に直接現れるσ畠）（ん＝π，1，…，勉一1）を

パラメータとして推定し，その推定値と漸近的標準

誤差を用いて（2．3．7）式から逆にσがの値と漸近的

標準誤差を導出する．その結果を用いて．Σ一1の逆

行列Σを計算し，砺の値を求める．第二に，推定

するパラメータの多さと非線形性の強さを考慮し，

最適化の計算方法ならびに推定値の漸近的分散・共

分散行列の計算方法としてはSymmetric　Davidon－

Fletcher－Powell法を用いる13）．

　理論的な要請から，パラメータの対称性を課す．

また，πとεの分散・共分散行列が特異となること

を防ぐために，利潤シェア式を一本除いて推定する．

2．4．X利潤関数の設定

　（2．3．3）式及び（2，3．4）式の設定で述べたように，

π（利潤非効率によるフロンティア利潤関数からの

乖離を示す項）は，確率的フロンティア利潤関数に

対して，中立的に特定化されている．このため，利

潤効率性が変化したとき，産出物ないし投入物の利

潤シェアや産出物供給及び要素需要の価格弾力性が

どのように変化するかを分析することができない．

この点を改善するため，本稿では，確率的フロンテ

ィア利潤関数の推定にとどまらず，もう一段進んだ

分析を試みる．これが，本間・樋口（1993，1994）で

提示した「X利潤関数」アブp一チである．

2．4．1．X利潤関数の概念規定

　利潤効率性の格差を生む要因の多くは，通常の貨

幣的・非貨幣的財・サービスに比べてその調整・改

善に多くの時間的・金銭的コストを必要とし，たぶ

んに固定生産要素的な性格を．持つと思われる．例え
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ば，労働の質や資本財の質の違いによって効率性格

差が生じることはありそうなことであるが，これら

の質を調整・改善しようとすれば，多大な時間的・

金銭的コストを必要とする．例えば，個別投資プロ

ジェクトのモニタリングに関する知識やノウハウ，

貸出資産選択全体のリスク管理に関する知識やノウ

ハウなどの情報的資源は，銀行経営における労働の

質を規定する重要な要因であるが，その多くは顧客

特異性ならびに銀行特異性が強く，市場で取り引き

されないものである．そのため，その獲得・蓄積は

個々の銀行自身が長い時間をかけておこなわなけれ

ばならない．また，資本財の質的改善はヴィンテー

ジ（製造。建設年齢）の古いものが新しいものに置き

換えられてはじめて可能になるが，それがおこなわ

れるまでには一定の期間を必要とする．また，制度

的要因（店舗規制，金利規制など）による非効率の場

合でも，個々の銀行にとって制度はたぶんに外生変

数であり，固定的性格が強い．

　こうした利潤効率性格差をもたらす要因の固定性

を明示的に考慮し，（2．3．14）式の利潤効率性を固定

要素変数とする可変利潤関数を考える．様々な要因

の影響を反映しているという意味でこの固定要素変

数を匿名で「X変数」と呼び，それ’を含んだ可変利

潤関数を「X利潤関数」と呼ぶ．X変数を代理する

指標として，利潤効率性ベクトルと投入・産出効率

性ベクトルを想定する．ここで，投入・産出効率性

とは，実際の投入量ないし産出量と，フロンティア

における投入訳ないし産出量の比値のことである。

X利潤関数は以下のように数式蓑現できる．

　〆（P，認θ，z）＝max｛亡PYI（｝7，一∬。，一Z）∈lr｝

　　　　　　　　　r
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．4．1）

　ここで，Tは生産可能集合であり，　yは産出及び

投入要素ベクトルである．個々の産出及び投入

要素をそれぞれ認，擁とすれば，‘y」（〃ρ，…，〃島，

一痴＋1，…，一〃羨1棚2）と表される．範は利潤効率

性であり，Zは産出・投入効率性ベクトルである．

第i産出物の産出効率性（＝実際の産出量／フロンテ

ィアの産出量）及び第i要素の要素効率性（＝実際の

投入量／フロンティアの投入量）をそれぞれ，g9，　g’

とすれば，努＝（gP，…，　Z2、，9羨1＋1，…，9羨、栩，）とな

る．また，Pは産出物及び要素価格ベクトルであ

り，第i産出物価格及び第i要素価格をそれぞれ，

ρ9，房とすれば，㌘＝（ρ望，…，ρ島1，ρ㍍、＋、，…，錦1柳2）

と表される．
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　X利潤関数は，通常の可変利潤関数に要請される

理論的条件，すなわち，1）非負，2）産出物価格の非

減少関数，3）可変要素価格の非増加関数，4）産出物

価格及び可変要素価格について凸かつ一次同次関数，

という条件を満たすことが要請される．また，（2．4．

1）式は利潤効率性や産出・投入効率性がその影響を

反映している要因の非最適化（可変利潤を最大にす

る水準の未達成）を許容していると見ることもでき

る．

2．4．2．X利潤関数の特定化と推定方法

　X利潤関数の特定化に際しては，、利潤効率性が変

化したときの，要素需要ならびに産出物供給の価格

弾力性や投入物ないし産出物の利潤シェアに与える

影響を考慮すべく，なるべく柔軟な形で利潤効率性

変数が含まれていることが望ましい．本稿でのX

利潤関数の特定化は下記のとおりである14）．

　　　　　　　　　　の　ln（π伽）＝A（∬。）＋ΣB，（灘。）1n（ρ漁M＋δ～）

　　　　　　　　　　f＝1

　　　　　＋箱＆幅）｛1・（ρf伽＋δ、）P

　　　　　れ　　れ　　　　　　　　　　　　　　　　　　マ
　　　　＋ΣΣ．Bが＠。）ln（ρゴ伽＋δf）ln（捌加＋δ）
　　　　　ご畢1ゴ≠ゴ

　　　　　・臨）・1・’・払ω（1・’）2

　　　　　　れ　　　　　＋ΣB∫ε（灘θ）ln（ρ漁M＋δf）・1n’＋〃＊

　　　　　　ゴ灘1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．4．2）

＆一
i血ρ、伽＋δ、）［凧ω

　　　　　　　　　＋Bゴf＠。，9ゴ）1n（あ伽＋δ、）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋ΣBが＠。）1n（ρ浄〃＋δ，）

　　　　　　　　　　’≠ご

　　　　　　　・疏（灘θ）1・’］・・野（机…，勉）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．4．3）

Aω一二編・泓1・為・麺（ln灘θ）2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．4．4－1）

　Bf（∬。）＝B汁B昂n為

　B、（認θ）一B，＋B説ln灘。

　Bだ（灘θ，9∂＝」Bピピ十8漉f（2f／諺θ）

　Bガ＠。）＝Bガ＋B厨ln必。

　．8髭（∬∂＝B，，＋B鉗1n即。

　Bご，＠∂＝B記＋B謝ln範

　（2．3．12）式と同様に，π，あ，

利潤，

　　　　（2．4．4－2）

　　　　（2．4．4－3）

　　　　（2．4．4－4）

（ゴ≠ノ）　（2．4．4－5）

　　　　（2．4．4－6）

　　　　（2．4，4－7）

’，＆はそれぞれ，

　　　第i要素価格ないし産出物価格（ユーザー・

コスト・プライス），時間変数，第i要素ないし産出

の利潤シェア（＆≡（ρ轟）／π）であり，紛及び銑は
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（2．4．1）式で定義された利潤効率性及び産出・投入

効率性である．また，δ痘＝1，…，勉）は（2．3．12）式

のそれと同様であり，（2．4．2）式がより多くのサン

プルについて価格に関する胃性条件を満たすように

するために加えたパラメータである．鵡は個別銀

行ダミーである．これは実質的にGreen（1983）が提

示した「切断三次元モデル」（truncated　third－order

model）をさらに拡張したものとなっている．

　推定はパラメータについての対称性，産出物価格

及び要素価格についての一次同次性をアプリオリに

課し，利潤シェア式のうち任意の一本を除いて推定

する．推定方法は反復ゼルナー法（iterative　Zellner

method）である．これにより，除かれる利潤シェア

式がいずれ’であってもパラメータの推定値は漸近的

に同一のものが得られる．

3．資料とデータの作成

　個別銀行の財務諸表データとしてよく利用される

のは，日経NEEDSの磁気データ，全国銀行協会
「全国銀行財務諸衷分析」，大蔵省「銀行局金融年報」

である．日経NEEDSに収録されているのは1974

年度以降であり，高度経済成長期のデータとはいえ

ない．下記のとおり，本分析では諸償却や物件費の

細目が必要であるが，大蔵省「銀行局金融年報」と

全国銀行協会「全国銀行財務諸表分析」のいずれも，

それらが個別銀行ごとには表記されていない．1964

～67年度の4年間のみは，全国銀行協会「全国銀行

財務諸表分析」に，地方銀行合計，都市銀行合計に

蘭して，物件費，諸償却の細目が得られる．やや粗

い計測方法であるが，物件費，諸償却の細目ごとの

構成比は銀行間で違いがないと仮定して，この4年

間を対象に分析することとした．全：国銀行協会「全

国銀行財務諸表分析」は利息などが現金主義で計算

されているのに対し，大蔵省「銀行局金融年報」は

発生主義である．本分析では，金融資産・負債の利

息・配当金については後者を，それ以外の財務デー

タは前者を利用した．

　銀行が投入ないし産出する貨幣的財・サービスと

して，預金，貸出金，有価証券，現金を考え，非貨

幣的財・サービスとしては，労働，資本財，経常財

（資本財以外の物財）を考える．この分類をHan－

cock（1985，1987，1991），Barnett（1987），　Barnett＝

Hahm（1994）らと比較すると，有価証券を加えたこ

と，物財を資本財とその他に分けたこと，要求払い

預金と定期性預金を区別していないこと，の三つの

特徴がある．有価証券を加えたのは，より包括的な

把握をするためである．店舗規制の効果や景品など

での非効率を考察するため，物財を二つに分けて考

えた．預金については，入手した利息データが定期

性預金利息と要求払い預金利息に分離不可能だった

ため，区分できなかった．

　以下に，データの詳細を記す．

3．1．　害岨弓1率

　（2．2．4）式から明らかなように，ユーザー・コス

ト・プライスの符号は割引率（R）と単位円当たり保

有収入ないし保有費用（妬）の相対的な大きさに依

存する．したがって，割引率をどのように計測する

かは，現金以外の貨幣的財・サービスが産出物とし

て扱われるか投入物として扱われるかを左右する重

要な問題となる．Diewert（1976）によれば，金融資

産に用いられる割引率は借入の限界費用，金融負債

に適用される割引率は貸付の限界収入が望ましい．

しかしながら，実際に借入の限界費用や貸出の限界

収入を計測することは極めて困難である．そのため，

ここでは，銀行が採用する割引率は少なくとも代表

的な貨幣的財・サービスである貸出金，預金，有価

証券の利率を考慮に入れて決定されるものと想定し，

これらの利率を用いてそれらのシェア（3つの合計

ストック額に対する各ストック額の比率）をウェイ

トとしたマルチラテラル指数（multilateral　index）

を割引率として用いる15）．具体的な算式は次の通り

である．

R一…｛ω12L十ωRL〃　　　　　　　　・（lnγL－L7L　　　2）

　　　　＋〃鴨川曝一卵

　　　　・牲虹（ln7D－L7P）｝

R：割引率

ωRL：貸出金シェア＝貸出金／（貸出金＋予価証

　　券＋預金）

伽田：ω砒の全サンプル平均値

z〃忍s：有価証券シェア＝有価証券／（貸出金＋有

　　価証券＋預金）

～〃蹴：1傭の全サンプル平均値

z〃初：預金シェア＝預金／（貸出金＋有価証券

　　＋預金）

晦躍：幽ρの全サンプル平均値

γ乙1貸出金利率＝貸付金利息・割引料／貸出金

75：有価証券利率＝有価証券利息・配当金／有価



　　　証券

　γρ：預金利率＝預金債権利息／預金

　五7五：1n（7L）の全サンプル平均値

　L7s；ln（γ5）の全サンプル平均値

　五γD：1n（7p）の全サンプル平均値

3．2．貸出金

　貸出金を割引手形と貸付金及びコールローンの合

計として定義し，（2．2，4）式のユーザー・コスト・

プライス（飯L）を下記の式より算出した．その結果，

すべてのサンプノレについてρrLは負であり，貸出金

は産出物と見なされる．

　　　　　　　　　　　（η一4L）一R
　　　　　ρ肌＝一ρ・．　1＋1ぞ

　ρπ：貸出金ユーザー・コスト・プライス

　R：割引率

　加：国民総支出デフレーター

　γL：貸出金利率＝貸付金利息・割引料／貸出金

　疏：貸倒準備繰入率＝貸倒準備金繰入／貸出金

　また，貸出金の産出額（py∂は次の通りである．

　　　　　　　P】既＝一ρガ〃L

　pyL：貸出金産出額

　ρZL：貸出金ユーザー・コスト・プライス

　仇：貸出金加ρ

高度成長：期のわが国銀行業の効率性

　　　　　　　　3．4．預金

3．3．有価証券

　ユーザー・コスト・プライス（ργs）を下記の式よ

り算出した．貸出金同様，すべてのサンプルについ

てργLは負であり，有価証券は産出物と見なされる．

　　　　　　　　　　　（γ5十。5）一R
　　　　　伽＝一ρ・．　1＋R

　毎5：有価証券ユーザ＝・コスト・プライス

　R：割引率

　ρ。：国民総支出デフレーター

　7sl有価証券利率＝有価証券利息・配当金／有価

　　　証券

　c5：有価証券売買・評価・償還純益率＝

　　［（有価証券売買益一同心買損）＋（同評価益一同

　　　評価損）＋（同償還益一同償還損）］／有価証券

　有価証券の産出額（py∂は次の通りである．

　　　　　　　P】総＝一ρBΨ5

　P聡：有価証券産出額

　ρr3：右価証券ユーザー・コスト・プライス

　佛：右価証券加。
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　ユーザー・コスト・プライス（ργD）の算出式は下

記の通りである．算出の結果，すべてのサンプルに

ついて伽は負であり，預金は産出物と見なされる．

　　　　　　　　（γo＋R・ん。＋40－So）一R
　　　伽＝ρD．　　　1＋1～

　飯p：預金ユーザー・コスト・プライス

　R：割引率

　ρ。：国民総支出デフレーター

　7ρ：預金利率＝預金債券利息／預金

　島：準備率＝日銀への預け金／預金

　4D：支払手数料率；支払手数料／預金

　s。：受入手数料率＝受入手数料／預金

　預金の産出額（P】あ）は次のように求めた．

　　　　　　　py∋＝一ρ”・〃。

　pyが預金産出額

　飯D：預金ユーザー・コスト・プライス

　加：預金伽

3．5．現金

　「現金」科目から小切手・手形を引いたものを現

金と定義し，ユーザー・コスト・プライス（ρκc）を

下記の算式より算出した．現金の保有収入（妬）は

ゼロであるから，符号はあきらかに正であり，現金

は投入物として扱われる．

　　　　　　　加＝ρD’1＋1～

　飯。：現金ユーザー・コスト。プライス

　R：割引率

　加：国民総支出デフレーター

　現金の投入額（PXIc）は次の通りである．

　　　　　　　　PXc＝ρxc・∬c

　PXc：現金投入額

　飯。：現金ユーザー。コスト・プライス

　娩：現金伽

3．6．資本財

　資本財のユーザー・コスト・プライスについては，

下記の式から算出した．

　　　ρκK＝ρD・［R十1）P＋妬＋ん名2一ん箔3］

　毎K：資本財ユーザー・コスト・プライス

　R：割引率

　ヵD：国民総支出デフレーター

　z）R：償却率＝動産不動産価格償却／（営業用動産

　　　不動産及び建設仮払金一建設仮払金）
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々γ1：土地建物貸借料金率茸土地建物貸借料／（営

　　業用動産不動産及び建設仮払金一建設仮払

　　金）

ん％2：キャピタル・ロス＝動産不動産売買損／（営

　　業用動産不動産及び建設仮払金一建設仮払

　　金）

加3：キャピタル・ゲイン＝（動産不動産売買益

　　一不動産圧縮引当金）／（営業用動産不動産及

　　び建設仮払金一建設仮払金）＋商業地平均価

　　格上昇率

資本財の投入額（PXk）は次の通りである．

　　　　　　　恥＝ρXK・∬κ

P照：資本財投入額

ρκK：資本財ユ’一ザー・コスト・プライス

」0κ：（営業用動産不動産及び建設仮払金一建設部

　　払金）加。

3．7．労働

　賃金（諏L）については，男女別の給与総額シェア

をウェイトとしたマルチラテラル価格指数として，

下記の式より算出した．

伽一・x・｛牲隔・（In飯LM一五ρXLM）

　　　　　　・牲〃甜・（InρXLF－L伽F）｝

　ρκL：賃金

　ω〃：男子給与総額シェア＝男子平均給与総額／

　　　（男子平均給与総額＋女子平均給与総額）

　～〃欄：2伽の全サンプル平均値

　飯皿：男子平均給与

　ゐρX甜：ln（ρXしのの全サンプル平均値

　z〃F：女子給与総額シェア＝女子平均給与総額／

　　　（男子平均給与総額＋女子平均給与総額）

　z〃研：z〃Fの全サンプル平均値

ρ紅F：女子平均給与

L伽F：1n（ρXLF）の全サンプル平均値

　（注：日本金融通信社「日本金融名鑑」の男女別給

　　　与，男女別平均給与を使用）

労働投入額については人件費を用いた．

3，8．経常財

　経常財価格については消費老物価指数，投入額は

物件費から土地建物貸借料を控除したものを用いた．

研　　究

4．推定結果と考察

4，1．確率的フロンティア利潤関数の推定結果

　表1は（2．3．12）式及び（2．3．13）式で表される確率

的フロンティア利潤関数の推定結果である．フロン

ティア利潤関数からの乖離を示す項（π）と利潤シェ

ア式の誤差項（ε∂との非独立性を許容した誤差構造

の特定化を行っていることに加えて，個別銀行ダミ

ーを切片ダミーとして付加し，フロンティア利潤関

数の関数型としてフレキシブル関数型を採用してい

るという高度に柔軟かつ複雑化したモデルにもかか

わらず，両銀行において半分以上のパラメータが20

％以下の有意水準で有意な結果が得られている．

個別銀行ダミーパラメータ及び誤差構造パラメータ

については，都市銀行の誤差構造パラメータの一部

を除いてすべて1％以下の有意水準で有意な値を示

している（個別銀行パラメータと誤差構造パラメー

タの推定結果は，紙幅の制約のため，表1では割愛

している．詳しくは本間・寺西・神門（1996）を参照

されたい）．また，推定された確率的フロンティア

利潤関数は，少なくともサンプルの平均値の近傍で

は利潤関数に要請される理論的条件，すなわち，1）

非負，2）産出物価格の非減少関数，3）要素価格の非

増加関数，4）産出物価格及び要素価格について凸か

つ一次同次関数という条件を満たしている．以上を

総合すれば，表1の推定結果は以下の分析において

その使用に耐え得る内容である．

　地方銀行と都市銀行の両方において「個別銀行ダ

ミーパラメータ（切片）は同一」という帰無仮説は1

％以下の有意水準で棄却される（検定の詳細につい

ては本間・寺西・神門（1996）を参照されたい）．従

来の多くの効率性の分析で仮定されているフ引臼テ

ィアの同一性は支持されない．従来の分析のように

同一のフロンティアを想定した場合には，地域特性

の違いが効率性の違いとして捉えられてしまうため，

効率性の格差を著しく過大に見積もる危険性が高い

ことを示唆している．また，分離可能性の検定によ

れば，地方銀行及び都市銀行のいずれについても貸

出，有価証券，預金という分類は適切であると判断

される（検定の詳細については本間・寺西・神門

（1996）を参照されたい）．

4．2．現実の投入産出行動とフロンティアとの比較

　利潤効率性の推計結果を表2に示す．フロンティ

アの利潤に対する実際の利潤の比率を個々のサンプ
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表1確率的フロンティア利潤関数

パラメータ
地　方　銀　行 都　市　銀　行

推　定　値 漸近的’値 推　定　値 漸近的’値

BγL（貸　　出）

B弘5（有価証券）

B。D（預　　金）

Bxc（現　　金）

Bxκ（資本財）

BκL（労　　働）

Bx7（時　　間）

　　B肌γL

　　Br3γ5

　　BypγD

　　Bx“c
　　Bxκxκ

　　Bx躍L

　　Bκ㍑T

　　BK乙γ3

　　B理m
　　Brαc

　　B班xκ

　　Bγ㍑L

　　B照T
　　B∬灯

　　Brsro

　　B蹴。
　　Bγsxκ

　　By5XL

　　BγDXT

　　B四）xc

　　βmXK
　　BrpκL

　　BxcκT

　　βκακ

　　BκαL

　　BκκXT

　　Bκκx乙

　　Bx躍丁

　．773368

　．261327

　．750812

一．118023E－02

一．515481E－02

一．097456

　．497692

　1．04560

　ユ78538

　1．21913

一．138564E－02

一．533159E－02

一．033998

　，843257

一．198845

一．624894

　．010459

一．050441

一，130619

　．030410

一．312825E－02

一．157785

　．521127E－02

一．141505E－02

　．387335E－02

　．295834E－02

一．048873

一。036455

一．097820

一．212394E－04

　ユ69749E－02

　．149880E－03

一．019500

　．021663

一．123128

　2．00395

　4．33159

　3．62113

一．267365

一．130040

－2．07634

　1．82079

　1．45491

　4．93936

　1．42622

－2．17206

－1．21428

－3．22530

　1．23696

－1．71634

－L25092

　．777839

一．828402

－1．94387

　．152658

一，100161

－2．90776

　1．85269

一．201190

　．357089

　。029872

－1．70310

一．908432

－2．20465

一．820458E－02

　2．08984

　．194546

一．812212

　1．43448

－1．41717

　．763243

　．160864

　．876908

一，387778E－02

一．298537

一．038235

　．068371

　．939568

　．259820

　1．03208

一．151280E－02

一．568762E－02

一．015207

　．266511

一．046181

一．809603

一．783606E－02

　．087053

一．089050

　，192835

　．040619

一．083690

一．665018E－03

一．238212E－02

一．021338

　．138597

一．299168E－02

一．057642

一．099259

一．324869E－02

一，790916E－03

一．199081E－04

一．067049

　．026806

　．909438E－02

羅
㎜
㎜
㎜
燗
翻
樵
㎜
㎜
灘
㎜
欝
㎜
㎜
㎜
灘
灘
謙
蟹

　
　
　
一
【
一
　
　
　
｝
一
門
　
一
一
一
　
一
　
　
［
［
【
一
　
一
一
一
一
　
一
一

対数尤度

サンプル数

1610，97

　250

395．788

　46

注）　1．E－Aは×10一Aを意味する．例えば，1．OE－01は1．0×10｝1である．

　　2，経常財（その他物財）価格（加）で他のすべての産出物ないし投入要素の価格を除して推定．

　　3，個別銀行ダミー（切片ダミー）パラメータ及び駕とεの分散・共分散逆行列パラメニタの推定結果につ

　　　　いては，本間・寺西・神門（1996）を参照．

　　4．価格に関する凸性を満たすサンプル領域を拡大するためのパラメータδ痘＝yL，｝雪，　yzλXC，　XK，

　　　　XL）は次の通り．

　　　［地方銀行］

　　　　貸出　　　　　：δγ乙＝［ρyL！加の最小値］×（一〇．99）＋1，

　　　　有価証券　　　：δ∬＝［ρys！蹄の最小値］x（一〇．99）＋0．5，

　　　　預金　　　　　：δm＝［ρ7D肋Mの最小値］×（一〇．99）＋1，

　　　　現金　　　　　＝δxc＝［ρxc1擁の最小値］×（一〇．99），

　　　　資本財サービス：δxκ＝［ρxκ伽の最小値］×（一〇．99），

　　　　労働　　　　　：δκL＝［ρXL肋〃の最小値］×（一〇．99）

　　　［都市銀行］

　　　　貸出　　　　　：δyL＝［ρrL伽の最小値］x（一〇．99）＋1，

　　　　有価証券　　　：δ∬＝0．0，

　　　　預金　　　　　＝δ”＝［ヵzo伽の最小値］×（一〇．99）十1，

　　　　現金　　　　　：δxc＝［ρxc！掬の最小値］×（一〇．99），

　　　　資本財サービス：δ濯＝0．0，
　　　　労働　　　　　：δx乙＝［ρXL！加の最小側×（一〇．99）

259



260 経　　済　　研　　究

表2　利潤効率性

1964～1967年 1964年 1965年 1966年 1967年

地
方
銀
行

平均値
標準偏差

最大値
最小値
変動係数

歪　　度

尖　　度

0．57315

0．026187

0．67385

0．52271

0．045690

0．71937

044162

　0．56152

0．021331

0．60853

0．52271

0．03799

0．42725

－0．43026

0．57589　　　　　　0．58445

0．026304　　　　　0．029752

0．67385　　　　　　0．65349

0．52907　　　　　　053185

0．04568　　　　　　0．05091

0．94521　　　　　　0．36523

1．89932　　　　－0．81970

0．57134

0．021868

0．63828

0．53396

0．03827

0．62333

0．10437

都
市
銀
行

平均値
標準偏差

最：大値

最小値
変動係数

歪　　度

尖　　度

　0．71698

0．014620

　0．75327

　0．69580

　0．02039

0．73911

－0．11651

0，70631

0．012266

0．73894

0．69580

0．01737

1．90984

4．25447

0．71577

0．013381

0．74796

0．70300

0．01869

1．49513

1．98290

0．72404　　　　　　0．72288

0．014430　　　　　0．012631

0．75327　　　　　　0．74567

0．70720．　　　　　0．70750

0．01993　　　　　　0．01747

0．92275　　　　　　0，47503

0．36522　　　　－0，62320

注）1．利潤効率性は本文（2．3．14）式より推計．利潤効率性＝実際の利潤／フロンティアの利潤であ

　　　り，この値が1に近いほど利潤効率性が高いことを意味する．

　　2，地方銀行数は1964年～1967年の4力年でそれ、それ，64，62，61，63行の計250サンプル．

　　　都市銀行数は同じく4力年でそれぞれ，12，12，11，11行の計46サンプル．

ル毎に推計したものの平均値である（個々のサンプ

ルごとに異なるフロンティアを設定している点に留

意されたい）．いずれの年度でも，地方銀行ではフ

ロンティアの利潤の56％～58％，都市銀行では71

％～72％が現実の利潤として実現されている．地

方銀行よりも都市銀行の方が利潤効率性が高い（非

効率の程度が小さい）ことがわかる．また，都市銀

行に比較して地方銀行における効率性の格差が大き

いことが変動係数によって確認できる．両銀行にお

いて利潤効率性及び変動係数ともに1966年までは

上昇し，1967年には減少している．

　表3及び表4は個々の産出物ないし投入物の効率

性を二つの指標によって示したものである．指標

（1）は実際の産出額ないし投入額から最適供給額な

いし需要額を差し引き，それをフロンティアの利潤

で除したものである．産出ないし投入の非効率の程

度をフロンティアの利潤を基準にして評価している．

この値が正であれば最適な水準に対して過剰を意味

し，負であれば過少を意味する．指標（2）は最適な

供給ないし需要水準に対する実際の産出ないし投入

水準の比率をとったものである．最適な供給ないし

需要を基準にして産出ないし投入の非効率の程度を

評価している．この値が1よりも大きければ，過剰

を意味し，1よりも小さければ過少を意味する．

　表3と表4で特徴的なことは以下の三点である．

第一に，全般的に過剰投入，過剰産出傾向である．

過剰性の程度は都市銀行の方が地方銀行よりも大き

い．利潤関数の性質より，ある価格水準における最

表3　投入・産出効率性（全期間）

地　方　銀　行 都市銀行
指標（1） 指標（2）　　指標（1）　　指標（2）

貸出金

有価証券

預金

現金

資本財

労働

経常財（その他物財）

01022102

0．0017592

0．0063616

0．015230

　0．11859

　0．27364

0．049607

1．06534

1．15641

1．01651

1．31439

2．98647

2．00825

127999

0．094641

0．072288

0．14833

0．020835

0．13633

0，31850

0．12262

1．14357

1．46852

1．19013

2．96087

1．42187

3．00109

1．79892

注）　1．効率性指標は次の通り．

　　　指標（1）：（実際値一最適値）ンフロンティアの利潤

　　　指標（2）：実際値／最適値

　　2．地方銀行数は1964年～工967年の4力年でそれぞれ，64，62，61，，63行の計250

　　　サンプル．都市銀行数は同じく4県議でそれぞれ，12，12，11，11行の計46サ

　　　ンプル．
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表4　投入・産出効率性（各期間）

1964年 1965年　　1966年 1967年

貸出金　（1）地銀　　　一〇．13100

　　　　都銀　　一・0．056727

　　　（2）地銀　　　0．86848

　　　　都銀　　　　0，94950

一〇．0028284

　0．020778

　1．01788

　1．03335

0．16869

0．25753

1．28523

1．38823

0．060231

0．17745

1．09911

1．23086

預金（1）地銀　一〇．12748

　　　　都銀　　0．0063577

　　　（2）地銀　　　0．84612

　　　　都銀　　　1．00573

0．0030849　　　　　0，12962

　0．10103　　　　　0．29738

　1ρ0914　　　　1．17571

　1．14148　　　　1．37090

0．026207

0．20574

1．04270

1．26358

資本財　（1）地銀

　　　　都銀
　　　（2）地銀

　　　　都銀

0．068769

0．030604

2．40297

1．11963

0．12178　　　　　0．16592

0．12245　　　　　0．22719

2．97399　　　　　3．81289

1．41021　　　　　1．69131

0．12024

0．17593

2．79134

1．49486

労　働　（1）地銀

　　　　都銀
　　　（2）地銀

　　　　都銀

0ユ2359

0．17846

1．44033

2．81359

0．26101　　　　　0．41928

0，22865　　　　　0．49512

1．90307　　　　　2．60428

2．29511　　　　　4，08425

0．29751

0．39266

2．11159

2．89265

経常財　（1）地銀　　一〇．026123

　　　　都銀　　　0．048073

　　　（2）地銀　　　0．93965

　　　　都銀　　　1．44195

0，051268　　　　　0．11621

0．096544　　　　　0．19593

1．23024　　　　　1．62230

1．61181　　　　　2．16799

0．060417

0．15906

1．34323

2，02341

注）　1，効率性指標は次の通り．

　　　指標（1）：（実際値一最適値）／フロンティアの利潤

　　　指標（2）：実際値／最適値

　　2．地方銀行数は1964年～1967年の4力尽でそれぞれ，64，62，61，63行の計250サ

　　　ンプル．都市銀行数は同じく4力年でそれぞれ，．12，12，11，11行の計46サンプ

　　　ノレ。

適な供給量ないし需要量はその価格水準における利

潤関数の傾きの絶対値として表される．表2で見た

ように，利潤効率性は都市銀行の方が高いので，フ

ロンティア利潤関数が実際の利潤（関数）よりも上方

に位置する程度は地方銀行の方が都市銀行よりも大

きい．両銀行に共通する特徴点として，実際の価格

水準におけるフロンティア利潤関数の傾きの絶対値

は，現実の利潤関数のそれよりも小さい．資本財に

ついて，店舗規制があったにもかかわらず，過剰投

入になっている点に留意されたい．これに関しては，

2通りの解釈が可能である．一つは，現有店舗の建

物・施設が過度に華美になり，財・サービス価格が

過大になったという解釈である（本稿でいう過剰投

入は，投入量が過大である可能性と財・サービス価

格が過大である可能性の両方を含んでいることに注

意されたい）．二つは，店舗規制は店舗の配置替え

をも抑制したため，条件有利地での出店を阻むと同

時に，不採算地からの撤退も阻む効果を持ち，結果

的に後者の効果が上回ったという解釈である．

　第二に，両銀行において貸出金，有価証券，預金

といった貨幣的財・サービスの過剰よりも，労働，

資本財，経常財といった非貨幣的財・サービスの過

剰が顕著であり，それによる利潤の減少が大きいこ

とが読みとれる．とりわけ労働の過剰の影響が大き

いことが指摘できる．黒田・金子（1985），野間・筒

井（1987），吉岡（1989），広田・筒井（1992），粕谷

（1993）など，従来のわが国銀行業に関する費用関数

分析では，費用最小化が実現されているとアプリ・

オリに仮定されていた．本稿の推定結果は従来の分

析結果に対する問題提起をも含意している．

　第三に，両銀行において1964年度は過剰の程度

が全般的に小さいのに対し，1966年度は全般的に大

きい．本稿の推定期間が4年間に限定されているの

で，慎重に判断しなければならないが，日本経済は

1964年度が景気の下降期，1966年度が景気の回復

期であり，景気変動との関連の強さを暗示している

とも読める．しかしこの点の詳しい検討は今後の課

題である．

　このように，全般的に過剰投入傾向が認められる

中で，実際の産出比率ないし投入比率から最適な比

率を差し引くことによって，相対的にどの産出物な

いし投入物の過剰性が大きいかを見たのが表5であ
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衷5　現実の結合比率と最適な結合比率の比較

配分比率　　1964～1967年 1964年 1965年 1966年 1967年

貸出金／預金　（地）

　　　　　　（都）

　0．034525

－0．039221

　0．017539　　　　0．00024686

－0．065433　　　　－0．090972

0．075832　　　　　　0．045518

0。019819　　　　－0．013211

有価証券／預金（地）

　　　　　　（都）

0．0059854

0，039537

0．025546

0，051949

0．037268　　　　－0．014216　　　　－0．025111

0．031231　　　　　　0．033958　　　　　　0。040636

現金／資本財　（地）

　　　　　　（都）

一〇．31097

0．022242

一〇．34628　　　　　－0．38916

0．042321　　　　－0．012146

一〇，34125

0．038869

一〇．16885

0．021226

労働／資本財　（地）

　　　　　　（都）

一1．61164

　0．52421

一2．47840

　0．64306

一1．88265

037329

一1．24799

　0．61694

一〇．8ユ651

0．46645

経常財／資本財（地）

　　　　　　（都）

一2．27575

0．11101

一3．19159

0．13070

一2．36666

0．047898

一1．91189

0．13367

一1．60820

0．13572

注）　1．実際の産出比率ないし投入比率から最適な同比率を差し引いた数値である．

　　2．（地）は地方銀行を意味し，（都）は都市銀行を意味する。

　　3．地方銀行数は1964年～1967年の4力年でそれぞれ，64，62，61，63層目計250サンプル．都市銀行数は同じ

　　　く4力年でそれぞれ，12，12，11，11行の計46サンプル．

表6産出物供給・要素需要の価格弾力性

産出物供給・要素需要

　　　　一価　　格
地方銀行 都市銀行
推定値　　漸近的’値 推定値　　漸近的’値

貸 出一貸出　．633029
　一有価証券　　一．033625

　一二　　金　　　．310334

　一資本財　 一．133593

　一労働一．552383

　1．35987

一．313099

　．786479

一一 P．52305

－3．24428

　．666372　　　　　　3．99298

　．109885　　　　　　1．26683

　．115714　　　　　　．664912

一．224227　　　　－3．19393

一．460620　　　　－4．03924

有価証券一月　　出　　一．178986

　　　　一有価証券　　　．317262

　　　　一預金一〇55393
　　　　一資本財　 一〇81380

　　　　一労働一．256274

一．312399

　1，20775

一．177166

－1．16562

－1．46527

　，520955　　　　　　1．30945

　．808221　　　　　　1．99969

　．364752　　　　　　．829229

一．328907　　　　－1．24602

一．590751　　　　－2．26633

預 金一貸　　出

一有価証券

一預　　金

一資本財
一個　　働

　．303313　　　　　　．785512

一．010171　　　　一．177068

　．894910　　　　　　1．33549

一．119708　　　　－1．72388

一．507484　　　　－3．44917

　．107303　　　　　　．666441

　．071344　　　　　　．801832

　．825365　　　　　　4．19599

一．373034　　　　－4．81939

一．491545　　　　－4．62329

77

P2

T8

T5

T3

56

U7

R5

T8

X2

U
鴻
B
M
n

　
　
　
一
　
一

出
券
国
財
働

二
本

貸
有
預
資
労

一
一
一
｝
【

財本刑 　1．78634

　1．24683

　2．31753

－13．4635

－2．24169

　．533220　　　　　　3．42211

　，164979　　　　　　1．22699

　。956625　　　　　　5．08168

－1．29565　　　　－6．88754

一，442376　　　　－3．94300

労 働一貸　　出

　一有価証券

　一預　．金

　一資本財
　一労　　働

　1．33339

　．116215

　1．25337

一．263984

－2．87823

　5．02945

　1．70310

　6．71712

－2．02011

－28．2606

　L81279

　．490397

　2．08614

一．732115

－6．28328

　6．75220

　2．59905

　8．86111

－5．90369

－85．5952

注）　第i財供給ないし需要の第j財価格弾力性及び自己価格弾力性は次の通り．ただし，s；

　　（P，’）は本文（2，3．13）式における最適利潤シェア，すなわち，右辺のうち，εゴを除いた部

　　分である，

　　既一二＋∂1詫謡あ／二一畠（P，’）・響／＆（丑’）

　　既一鑑・撫／諸一・一ふ（P，’）・響／＆（鋼一・
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表7産出物供給・要素需要の金利弾力性

産出物供給・要素需要

　　　　一戸　　利

地方銀行 都市銀行
推定値　　漸近的’値 推定値　漸近的’値

貸 出一品　　出　　　2．22632

　一有価証券　　一．118518

　一直　　金　　一．665915

　1．35987

一．313099

一．786479

2．41128

．327710

一．199780

3．99298

　1．26683

一．664912

有価証券一日　　出　　一。629482

　　　　一有価証券　　　1．11826

　　　　一拝　　金　　　，118862

一．312399

　1．20775

　．177166

　1．88509

2．41036

一，629744

1．30945

L99969

一．829229

預 金一貸　　出　　　1．06673

　一有価証券　　一〇35849

　一預金一L92030

．785512

一．177068

－1．33549

　．388277

．．212771

－1．42499

．666441

　，801832

－4．19599

資　本　財一瞬　　出　　　5．12336

　　　　一有価証券　　　．587613

　　　　一預　　金　　一2．86589

1．78634

　1，24683

－2．31753

　1．92947

，492018

－1．65161

3．42211

　1．22699

－5．08168

労 働一貸出　4．68945
　一有価証券　　　．409625

　一預金一2．68947

5．02945

　1．70310

－6．71712

655963

1．46251

－3．60172

6．75220

2．59905

－8，86111

注）　第i財供給ないし需要の第」財金利弾力性及び自己金利弾力性は次の通り．ただし，

　　Sご（P，’）は本文（2．3．13）式における最適利潤シェア，すなわち，右辺のうち，ε‘を除

　　いた部分である．

　　E鳥一閃・畿＋（　∂21nπ　．並∂lnρゴ∂1nあ∂lnη・）／藷

　　　　一［＆（君の＋響／＆（呵・謙

　　臨一鑑・謙・（∂21nπ．並万成7∂1nη）／謡一畿

　　　　一［・・（・・の・響／・・（・・の一1］・断

る．この値がプラスであれば，最適な比率に比べて

分子（分母）の産出量ないし投入量が分母（分子）のそ

れよりも相対的に過剰（過少）であることを意味し，

マイナスであれば，相対的に過少（過剰）であること

を意味する．表5より，地方銀行では実際の預貸率

（預金残高に対する貸出金残高の割合）が最適値を上

回っているのに対し，都市銀行では下回っているこ

とが読みとれる．また，地方銀行では，非貨幣的

財・サービスの中では特に資本財（サービス）の投入

量の過剰が顕著であるのに対し，都市銀行では労働

の投入量の過剰が顕著であることがわかる．

4．3．投入産出行動の変動要因に関する考察

　貸出，有価証券，預金などの貨幣的財・サービス

の最適供給や資本財サービス及び労働などの非貨幣

的財・サービスの最適需要の価格反応を見るために，

価格弾力性を示したのが表6である（いずれ，もサン

プルの平均値で評価したものである）．ここでの産

出物価格は（2．2．4）式のユーザー・コスト・プライ

スにマイナスの符号をつけたもの，すなわち，ユー

ザー・レヴェニュー・プライスである．こうした価

格が1％変化したときに，最適供給量ないし需要量

が何％変化するかを示している．ただし，現金需要

はその利潤シェアが著しく小さく，その価格弾力性

が過大に評価されるために取り上げていない．また，

経常財需要については使用した価格データ（消費者

物価指数）が他の価格データに比較して厳密性に欠

けるために割愛した．

　表6より，地方銀行及び都市銀行において産出物

（貸出，有価証券，現金）供給の自己価格弾力性はプ

ラス，要素（資本財，労働）需要のそれはマイナスで

あり，産出物供給と要素需要に要請される理論的条

件を満たしている．両銀行において産出物供給の自

己価格弾力性はいずれも1を下回り，非弾力的であ

る．また，貸出よりも預金の方が弾力的であり，有

価証券の自己価格弾力性については都市銀行が地方

銀行よりも明確に大きいという特徴が読みとれる．

これに対して，要素需要の自己価格弾力性の絶対値

は1よりも大きく，弾力的である．特に労働需要の

自己価格弾力性が大きい．有価証券と貸出ないし預

金の組み合わせを除いて交差価格弾力性については，

両銀行間で符号や水準に大差は見られない．産出物
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表8　利潤非効率の変化と金融規制：1965年～1967年

説明変数
　地方銀行
（変量効果モデル）

　都市銀行
（固定効果モデル）

推　定　値 ’値 推　定　値 ’値

店舗数変化率

貸出金利変化率

預金金利変化率

1n（総産出額）

In（賃　　金）

時　　　十

七　数　項

一，029687

　．459358

一．284239

．117248E－02

一．019509

．015151

一．024344

一．543770

8．34677

－6．38099

．459053

－2，29064

6．38099

一．628523

一ユ28661

．747153E－02

，015466

．188671

一．602437E－02

．169485E－02

一2．23560

，096712

．265500

2．92619

一．706571

．463385

自由度修正済み決定係数 361025 ．497720

サンプル数 184 34

注）

　　　　　　3，

相互の交差価格弾力性は小さく，ぜロとの有意差が

認められないものの，労働と資本財の間に明確な補

完関係が見られる．

　金利政策の有効性は個々の銀行の金利反応，すな

わち，金利弾力性に強く依存する．表6の結果を用

いて金利弾力性を推計しためが表7である．貸出，

有価証券，預金の各金利が1％変化したときに，最

適供給量ないし需要量が何％変化するかを示してい

る．本稿では産出量ないし投入量が最適値から乖離

するメカニズムを明らかにしていないので，最適値

の変化を見ただけでは，現実の銀行行動を予測する

には十分とはいえない．このような制約はあるもの

の，表7において，金利の変動が銀行行動に与えた

インセンティブの方向と大きさが表現されていると

考えてよいであろう．ここでは，とくに預金金利に

注目して，預金金利の低位規制の効果を考察してみ

る．貸出や有価証券供給の預金金利弾力性を見ると，

値は小さく，有意ではない．預金金利が低下しても

貸出や有価証券の供給はほとんど変化しないことが

わかる．これに対して，資本財需要と労働需要の預

金金利弾力性はマイナスで有意な値を示している．

これらの需要量は預金金利の低下に敏感に反応して

増大することが読みとれる．このことから，預金金

利の低位規制は，銀行の金融財生産には緩慢な影響

を与えたにすぎず，むしろ資本財と労働の過剰投入

の程度を強めた可能性が強いと推察できる．

1．従属変数：利潤非効率（フロンティアの利潤／実際の利潤）の変化率

　　　　　＝α年の利潤非効率一（’一1）年の利潤非効率）／（’一1）年の利潤非効率

2．診年における店舗数の変化率＝α年の店舗数一α一1）年の店舗数）／（’一1）年の店舗数

　’年における貸出金利の変化率＝（’年の貸出金利一α一1）年の貸出金利）／α一1）年の貸出金利

　’年における預金金利の変化率＝（’年の預金金利一（’一1）年の預金金利）／（’一1）年の預金金利

　E－Aは×10－Aを意味する．例えば，1．OE－01は1．0×10－1である．

4．4．非効率の発生要因に関する考察

　次に，非効率の発生と金融規制政策との関連を考

察するため，（1一利潤効率性）を利潤非効率と定義

し，利潤非効率の変化率を従属変数とする回帰分析

をおこなう16）．金融規制政策の効果を捉えるため，

店舗数変化率，貸出金利変化率，預金金利変化率を

独立変数として取り上げる．それぞれ，店舗規制，

貸出金利規制，預金金利規制の効果を把握すること

を狙いとしている．また，産出規模の効果や賃金と

の関係を捉えるために，総産出額と賃金を独立変数

に加えている．推定はHausman検定をおこない，

地方銀行については変量効果モデルを採用し，都市

銀行については固定効果モデルを採用する．

　推定結果は表8に示されている．地方銀行では，

店舗数変化率のパラメータ推定値は有意ではなく，

貸出金利変化率及び預金金利変化率のパラメータ推

定値がそれぞれ，プラス，マイナスの符号で有意な

値を示している．都市銀行では逆に，店舗数変化率

のパラメータ推定値がマイナスで有意な値を示して

いるの．ﾉ対し，貸出金利変化率及び預金金利変化率

のそれは有意ではない．このことから，店舗規制は

都市銀行において利潤非効率の増大（減少）を促進

（抑制）する効果を持ち，預金金利の低位規制は地方

銀行において利潤非効率の増大（減少）を促進（抑制）

する効果を持つことがわかる．HellmannニMur－

dock＝Stiglitz（1994）によれば，貸出金利と預金金

利の差は金融規制政策によってもたらされる金融仲

介サービス1単位当たりのレソトに相当する．彼ら

の評価とは対照的に，こうしたレソトの増大は地方

銀行において利潤非効率の増大（減少）を促進（抑制）

させることがわかる．また，総産出額は都市銀行で
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　　　　　　表9　X利潤関数

パラメータ
地　方　銀　学 都　市　銀　行

推　定．値 漸近的’二 三　定　値 漸近的’値

襲
野
饗
鷺
畿
騙
蹴
魔
羅
叢
叢
艦
載
黙
黙
踊
臨
画
鰭
識
轍
黙
認
蹴
伽
謙
鞍
雛

　　

@　
@　

｣
　
．
曲
面
諜
　

凹
　
　
凹
離
興
　
　
難
凹
・

灘
灘
欄
二
選
膿
漏
欝
欝
鼎
鎌
難
鞭
羅
懲
懲
摺
鷺
㎜
難
燃

㎜㎜

恣
蝟
ｳ
籍
欄
㎜
蝋
纈
懲
懲
懸
盤
鷺
鎌
灘
灘
㎜
㎜
灘
簾

　1．02018　　　　　　　　　　　36．7876

　2．51551　　　　　　　　　　2．51937

　．266535　　　　　　　　　　30．5916

　3．85333　　　　　　　　　　　7．19200

　1．10677　　　　　　　　　　　38．8482

　522391　　　　　　　　　　4．48688

一．010086　　　　　　　　　－8，02091

一．038333　　　　　　　　　一．623533、

一．447458　　　　　　　　　－26．4758

－7．05319　　　　　　　　　－7．06592

一．067685　　　　　　　　　－7ユ2156

　．830815　　　　　　　　　　　6．95436

　．148089　　　　　　　　　　　3．95876

一．837143　　　　　　　　　一．551530

　．895600　　　　　　　　　　　13．8622

　．768940　　　　　　　　　　　10．8108

　．283240　　　　　　　　　　　22．4526

一．901011E－02　　　一．527972
　1．03635　　　　　　　　　　　12．9773

　．464351　　　　　　　　　　　3．98320

一、328715E－02　　－8．20435
一．875667E－05　　－1．59688
一，026380　　　　　　　　　一．753496

一．102011　　　　　　－2．17633
一．022427　　　　　　　　　－8．97025

　．154619E－02　　　L75124
　．390775　　　　　　　　　　　12．3714

－5．23476　　　　　　　　　－4．82266

一．097889　　　　　　　　　－5。28447

－1．29960　　　　　　　　　－1．21542

一．781531　　　　　　　　　－19．4976

－4．27676　　　　　　　　　－2．16554

一．780899E－03　　　一．434779
一．126283　　　　　　　　　－1．36428．

　．033351　　　　　　　　　　L80257

　2．57980　　　　　　　　　　　3．24217

一．085337　　　　　　　　－a．61252

　．225712　　　　　　　　　　　．442030

　．223822　　　　　　　　　　　7．73356

　1．35718　　　　　　　　　　　1．67871

一．130374　　　　　　　　－5．64935

－4．85845　　　　　　　　　－4．19534

一、835514E－03　　　一．515888
一．082897　　　　　　　　　一．986427

　．031199　　　　　　　　　　　2．37918

　．635973　　　　　　　　　　　L32149

一．019313　　　　　　　　　－5．90642

　．145131　　　　　　　　　　　．890381

　．023270　　　　　　　　　　　2．94263

一．439708　　　　　　　　　一．968731

一．OI4380　　　　　　　　　－5．05271

一．201630　　　　　　　　　－1．21980

一．076623　　　　　　　　　－2．48874

一．909366　　　　　　　　　一．950847

一．088095　　　　　　　　　－8．99636

　．276545　　　　　　　　　　　．715150

　．181900　　　　　　　　　　　7．13687

一．465054　　　　　　　　　一．491879

　．736968E－03　　　．634356
一．071404　　　　　　　　　－2」7821

　．683391E－05　　　．043949
一．019600　　　　　　　　　－1．62552

一．258486E－02　　－2．00734
一，094455　　　　　　　　　－L33646

　．038057　　　　　　　　　　　9．63294

　．264866　　　　　　　　　　　．759417

一．087199　　　　　　　　　－13．1936

　．110397　　　　　　　　　　　．394823

　．495184E－02　　　．3⑪0073
一ユ15421　　　　　　　　　一．173715

　9．15875　　　　　　　　　　　5．28288

　10．5060　　　　　　　　　　　305927

対数．尤度
サンプル数

2650．16

　250

701．639

　46

決定係数 地　銀 都　銀 地　銀 都　銀

X利潤関数

貸　　出
利潤シェア
有価証券
利潤シェア
預　　金
利潤シェア

．928642

．287514

．453120

．618921

．941437

．585980

．912134

．716088

金
ず
ず
」

　
シ
本
シ
　
シ

現
胴
資
嘱
労
購

　
壬
叩
　
禾
　
　
禾

．030004

．071162

．050353

．499144

．920523

．012223

　　1．E－Aは×1『Aを意味する．例えば，　LOE－01はLOxlO－Eである．注）

　　2．経常財（その他物財）価格（ρκ）で他のすべての産出物ないし投入要素の価格を除して推定．

　　3．個別銀行ダミーパラメータの推定結果については本間・寺西・神門（1996）を参照．
　　4．価格に関する凸性を満たすサンプル領域を拡大するためのパラメータδぜ（∫＝yL，｝雪，辺），　XC，

　　　Xκ，XL）は確率的フロンティア利潤関数と同一である。
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明10金利弾力性と利潤効率性

僧　
効

　
胴

差
利

需素要
金

・
　
｝

給供物出産

響購平

地方銀行 都市銀行

利潤効率性
5％改善

利潤効率性　　　利潤効率性
平　　均　　　5％改善

貸 出一貸　　出　　　　2．60844
　　　　　　　　（26．6857）

　一有価証券　　　一．049773
　　　　　　　（一2．06428）

　一預　　金　　　一．887588
　　　　　　　（一15，3083）

　2．7818
　（33．6071）

　．171984
　（3．76633）

一1．05400
（一17．6594）

　2，43609　　　　　　　2．47629
　（15．7501）　　　　　　（18．7160）

　．469262㌔　　　　　　　．814793

　（9．11243）　　　　　　（3．97861）

一．820097　　　　　　一．981776
（一10．5023）　　　　（一4．97242）

有価証券一旦　　出

一有価証券

一預　　金

一，268894
（一2．03407）

　．776521
　（7．21314）

一．280329
（一2．31809）

　1．01318
　（4．14092）

　，544097一
　（4．52847）

一．502127
（一3．20024）

　2．20284　　　　　　　2．39507
　（9，37106）　　　　　　（4．35011）

　1．26832　　　　　　　．295498
　（7．88903）　　　　　　（3．04610）

一．967698　　　　　　一．572219
（一6．02095）　　　　（一1．73775）

預 金一貸　　出　　　1．40629
　　　　　　　　（15．4313）

　一有価証券　　　　．082215
　　　　　　　　（2．28790）

　一預金　一1．82136
　　　　　　　（一21．6699）

　1．65620
　（17．6180）

　．133932
　（3．07288）

一1．91510
（一27．0991）

　1．56801　　　　　　　1．66178
　（10．5744）　　　　　　（4．90156）

　394146　　　　　　　．329498
　（5．91608）　　　　　　（1．70193）

一1．47762　　　　　　－1．62829
（一15．6165）　　　　（一20．0329）　　　●

資　本　財一貸　　出

一有価証券

一難　　金

　6．21411
　（22．0124）

　．907871
　（7．09237）

一2．60518
（一17．4700）

　7．28255
　（11．3251）

　1．68848
　（4．99763）

一2，26592
（一6．78271）

　3．15504　　　　　　　3．02834
　（24．0093）　　　　　　（17．3422）

　．524319　　　　　　　1．00372
　（6．07627）　　　　　　（10．0504）

一1．96841　　　　　　－235692
（一20．8419）　　　　（一20．2022）

労 働一理　　出　　　　5．23298
　　　　　　　　（80．5662）

　一有価証券　　　　．481129
　　　　　　　　（22．0762）

　一幕金一2．93778
　　　　　　　（一69．α351）

　6．07834
　（287174）

　．563195
　（7．29398）

一3．11560
（一26，0226）

　6．20917　　　　　　　16．0953
　（36．0796）　　　　　　（1．78466）

　L40872　　　　　　　3．05530
　（10．2588）　　　　　　（1．28200）

一3．27010　　　　　　－8．49465
（一29．0578）　　　　（一1．59159）

注）　括弧内は漸近的’値．第i財供給ないし需要の第」財金利弾力性及び自己金利弾力性は次の通

　　り。ただし，∫f（P，のは本文（2．4．3）式における最適利潤シェア（右辺のε～を除いた部分）であ

　　る．

　　E既一畿鍔・藷＋（∂1諸学あ・嶽）／・齢

　　　　一［∫，（P，’）＋響／s・（君の］・識

　　E既一二1・謙＋（∂21n〆．並∂lnρ～∂lnγゴ）／認一謙

　　　　　［・・（・・の・響／・・（・，の一・］・畿

有意に正であるが，地方銀行では有意ではない．賃

金については地方銀行においてその上昇が利潤非効

率の増大（減少）を抑制（促進）することがわかる．銀

行業では，他の業種よりも高い賃金が支払われ，こ

のことが銀行員のモラールを高めたという「効率賃

金仮説」がしばしば主張されるが，ここでの結果は

この仮説に整合的である17）．

4．5．X利潤関数の推定結果

　X利潤関数を（2．4．2）式～（2．4．4－7）式のように

特定化して推定した結果を表9に示す（紙幅の制約

のため，個別銀行のダミーパラメータについては推

定結果を割愛する．詳レくは本間・寺西・神門

（1996）を参照され，たい）．なお，地方銀行について

は，有価証券に関する利潤シェア式の当てはまりが

悪く，推計方法の変更だけで大幅にB翻の推計結果

が変わってしまった．これは，有価証券がアウト・

プットとしては最小の利潤シェアしかないためでは

ないかと推察される．このため有価証券に関する利

潤シェア式については，B∫。をゼロと仮定せざるを

えなかった．全体として見れば，パラメータの多さ

にもかかわらず，6割～7割のパラメータが有意な

値を示している．決定係数については利潤シェアの

いくつかに低いものが見られるが，X利潤関数のぞ



高度成長期のわが国銀行業の効率性

れは両銀行において90％以上である．また，可変

利潤関数に要請される理論的条件も少なくともサン

プルの平均値の近傍で満たしている．総じて厳密な

分析に耐え得る結果であると言える．

4．6．効率の改善が銀行行動に与える影響

　（2．4．3）式～（2．4．4－7）式から明らかなように，利

潤効率性の改善が利潤シェアに及ぼす効果は，β漉，

Bエff，　Bエヴ，　B鋸オ（ゴ，ブ＝yL，四，　yD，　XC，　XK，　X乙）

によって表される．とりわけ，B距はサンプルめ平

均値の近傍（平均値一δ∂における効果の方向と大き

さを示すので，以下B漉に注目して利潤効率性が改

善されたときの効果を検討してみよう．表9より，

都市銀行においては現金利潤シェア（B鑓。）を除いて

すべて有意な値を示している．利潤効率性の改善は

労働の利潤シェアを減少させ，それ以外の利潤シェ

アを増大させる効果を持つ．表3と表4の結果から，

都市銀行においては労働の過剰投入が特に著しいこ

とはすでに指摘した通りであり，興味深い符合を見

せている．労働の過剰投入は表9におけるB⑳の推

定結果はこうした結果と整合的である．一方，地方

銀行においては，B漉が有意なのは貸出と預金の利

潤シェア式に限定されてはいるが，資本財と労働の

利潤シェアを減少させ，それ以外の利潤シェアを増一

大させるように作用することがわかる．これも，表

3と表4の結果と符合している．

　利潤効率性が平均の水準と平均から5％改善され

た場合の2つの水準で，要素投入ないし産出物供給

の金利弾力性を評価したのが表10である．利潤効

率性の改善は，預金金利をはじめすべての金利に関

して，おおむね金利弾力性を高めていることがわか

る．換言すれば，利潤非効率の存在は，金利の変動

に対する銀行の反応を鈍くする効果を持つと判断で

きる．このことから，預金金利の低位規制は，公開

市場操作などの金利メカニズムを媒介とする政策手

段の実効性を弱め，貸出増加額規制などのより直接

的な政策手段への依存を強める効果を持ったと解釈

できる．あるいは，預金金利の低位規制は，短期的

な景況変動による金利変動が銀行行動に与える影響

を緩衝する効果を持ったとも解釈できる．

5．むすび

　本稿の計測結果のうち，銀行規制と銀行行動の関

係について，とくに重要と思われる事項を要約すれ’

ば，以下のように整理できる．第一に，非貨幣的
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財・サービス，とりわけ労働の過剰投入による利潤

効率性の低下傾向がある．第二に，預金金利の低位

規制と店舗規制は，非効率を増大させた可能性が高

い．第三に，預金金利の低位規制は，労働などの非

金融財の増投をもたらす一方，預金や貸出の増大に

はつながらなかった可能性が高い．第四に，預金金

利の低位規制は，公開市場操作など，金利メカニズ

ムを媒介とする政策手段の効果を弱める効果を持っ

たと推察される．

　本稿の計測結果をやや大胆に解釈するならば，各

種の銀行規制は労働などの非金融財の過剰投入をも

たらしたが，経済の金融仲介機能の向上に対する影

響は小さいと言えそうである．預金金利の低位規制

などで生じたレソトは，企業部門への補助金として

流れたり，また銀行の審査能力形成のために再投資

されたのではなく，単に銀行内で浪費的に消尽され

た可能性がある．ただし，本稿はあくまでも暫定的

な分析結果であり，本稿の計測結果のみから断定す

るのは早計である．個別銀行ごとの非効率性の要因

分析や，計測対象年次を広げるなどが，今後の課題

として残されている．

　（筑波大学農林学系・明治学院大学経済学部・

　一橋大学経済研究所）

　注

　＊　本稿の作成に際しては，粕谷宗久氏，鹿野嘉昭氏

（ともに日本銀行金融研究所）から，貴重なコメントを得

た．記して謝意を表する．また，この一次稿を，金融学

会1995年度秋季大会（神戸大学）において報告している．

筒井義郎氏（大阪大学経済学部）をはじめ，学会参加各位

の有益なコメントに謝意を表する．

　1）　金融企業は，他の業態にない独特の市場特性や業

務特性がある．銀行業の市場特性や業務特性は次のよう

に整理される（鹿野（1994））．市場特性としては，第一に，

預金や貸出といった銀行取引の多くは，特定の個人や企

業を取引相手として継続的に取引が繰り返される顧客市

場的性格の強い取引である．第二に，金利規制や銀行業

務規制などによって，政府当局により金利や業務が事細

かに規制されている．業務特性としては，第一に，過去

の金融仲介業務に関する意志決定の影響が現在のバラン

スシートに対して及んでいる．すなわち，前期までの貸

出や預金が当期の営業成績に直接影響を与えてしまう，

第二に，資金の流出入は日々大量に発生する．このため，

商品別ないし顧客別にコストに応じた価格設定を行うこ

とが大変難しい．第三に，コール・レートに代表される，

一般性。公開牲の高いベースライン金利が存在している．

第四に，銀行業務は所定の経営計画の下で，個々の支店

において分権的に遂行されている．

　2）　σぎ‘は名目価格表示である．σf，を丑で除せぱ，
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実質価格表示になる．

　3）　本稿は銀行業における非効率の分析が主たる目的

であり，銀行行動の説明を意図しているわけではないこ

とに留意されたい．銀行行動に影響を与える諸要因を漏

れ，なくモデルに取り込むのではなく，観測された非効率

の変動要因を探るというのが，本稿の基本的スタンスで
ある．

　4）例えば，Schmidt＝Sickles（1984），　Schmidt（1985－

6），植草・鳥居（1985），本間・樋口（1993，1994）を参照．

　5）例えば，ラグランジュアン乗数検定（Lagrangean

multiplier　test）を行った場合，情報行列が特異行列とな

ったり，制約付き尤度関数の一階微分行列がゼロ行列に

なるなどの困難が発生し，πに仮定した分布の有意性に

関する検定は容易でないことが知られている．Schmidt
＝Lin（1984）参照．

　6）例えば，Schmidt＝Sickles（1984）を参照．

　7）Schmidt＝Sickles（1984）p．368を参照．

　8）一般に，理論的な制約の少ないフレキシブルな関

数型から推計した％は，理論的制約の多い関数型から

推計したものよりも小さな値を示すことが指摘されてい

る．Schmidt（1985－6）pp，319－320参照。　　　1

　9）　ラグランジュによる正定値2次形式の2浦和への

線形変換についてはWilks（1962）（田中・岩本訳）pp．

163－165を参照．

　10）　拶は不意の機械の故障などの純粋に確率的な不

確実性を表しているので，πやεfとは独立と考えてよ

いであろう．

　11）　δゴの式のうち，一〇．99とゼロ，1ないし0．5ない

しゼロ，の採択基準は，尤度比とconvexityを満たすサ
ンプルの数である．

　12）　当初，Battese＝Coelli（1988）に準拠して利潤効

率性を推計することも検討したが，効率性の時間的変化

が捉えられないことから，断念した．

　13）詳細についてはFletcher（1980）を参照．

　14）　当初，．2‘をすべての項に入れた形で計測したが，

Bだの項以外では有意な計測結果とならなかったので，

これを落としたものについて，分析を進めた．

　15）　マルチラテラル指数についてはCaves＝Laur－
its＝Diewert（1982）を参照．

　16）推定モデルの設定に関しては，大阪大学経済学

部筒井義郎氏の助言に負っている．

　17）例えば，橘木（1992）参照．なお，利潤非効率の変

化率ではなく，利潤非効率の水準を被説明変数として賃

金との回帰分析をおこなった結果，やはり，賃金が高い

ほど非効率は小さいという有意な結果を得た．
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